予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：老人福祉費　　　
	事業名　介護職員ステップアップ事業費
〈地域医療介護総合確保基金〉



（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　長寿社会推進係　電話番号：058-272-1111（内2595）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　　2,726千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	繰入金
	県債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,726
	0
	0
	0
	0
	0
	2,726
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
急速な高齢化の進展により要介護（要支援）認定者数の急増が見込まれており、地域住民が安心してサービスを受けられるよう、介護サービスを支える人材の更なる確保が急務となるが、介護分野は従来から離職（定着）率などの面で課題を有しており、人材確保に向けた継続的な支援が必要な状況にある。
（２）事業内容
　　　介護職員を対象に、やりがいや技術向上を促すための技術交流会を開催す

　る。
（３）県負担・補助率の考え方

国2/3　県1/3（地域医療介護総合確保基金）
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳（千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	2,667
	技術交流会開催業務の委託

	報償費
	42
	プロポーザル審査会委員の謝礼金

	旅費
	15
	プロポーザル審査会委員の費用弁償

	需用費
	1
	一般事務費

	役務費
	1
	発送費

	合計
	2,726
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
介護人材の育成確保対策は、第６期岐阜県高齢者安心計画の重点施策に位置付け
（２）後年度の財政負担
地域医療介護総合基金により、国庫負担2/3　県負担1/3
（３）事業主体及びその妥当性
実施主体：県

　県全体の介護技術のベースアップを図るため、県が主体となって事業を行
う。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	介護職員のモチベーションと介護技術の向上を図る。

また、技術交流会で得た発見を各事業所に還元することにより、県内全体の介護技術の向上に繋げる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　定性的な効果を目的とする事業であり、定量的な指標の設定は困難。



（前年度の取組）

	（公財）介護労働安定センター岐阜支所への委託により、ぎふ清流文化プラザにおいて認知症ケアに関する基調講演と「入浴」「食事」「排泄」の３分野における介護技術の実演を行う介護職員技術交流会を開催。
また、交流会の場において介護の現場で役立つ「福祉用具」「口腔ケア」「栄養管理」「薬の知識」の各相談コーナーを設置し交流を図った。



（前年度の成果）

	平成２７年１２月１６日（水）に介護職員技術交流会を開催し、県内各地域の介護職員が参加し交流することで、改めて介護のやりがいと、新たな介護に関する発見を得ることができ各職員のスキルが向上した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	要介護（要支援）認定者数が急増することが予想されており、介護サービスを支える人材の確保と定着を支援する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　少人数の事業所では普段の介護の方法や疑問について問題の解決が困難な場合がある。この事業は県内多数の介護職員が参加する交流会であり、モチベーション及び介護技術向上等を図るうえで有効である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　介護業界に精通した業者に委託することにより、効率化を図っている。


（今後の課題）

	　景気回復に伴い、他業界への介護サービス人材の流出が見込まれ、更なる取り組みが必要。



（次年度の方向性）
	引き続き、介護人材確保・定着のための取り組みを進める。


